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甲賀市個人情報の保護に関する法律施行条例案要綱 

 

１ 制定の理由 

 国において、社会全体のデジタル化に対応した「個人情報保護」と「データ流

通」の両立及び個人情報保護制度の国際的な調和を図るため、令和３年に個人情

報の保護に関する法律（以下「法」という。）が改正され、地方公共団体の個人情

報保護制度については、令和５年４月から、それぞれの条例に代わり法による規

定が一元的に適用されることになりました。 

 このため、令和５年度から、甲賀市個人情報保護条例（以下「旧条例」という。）

を廃止するとともに、法の施行に関し必要な事項を定めるため、甲賀市個人情報

の保護に関する法律施行条例を制定するものです。 

   

２ 制定の概要 

（１） この条例の制定についての趣旨を規定します。 

【第１条関係】 

（２） この条例における「実施機関」を定義づけるとともに、使用する用語は

法及び法施行令の用語の例によることとします。 

【第２条関係】 

（３） 個人情報開示請求に係る手数料は無料とし、旧条例と同様に写しの交付

等に係る実費のみを徴収することとします。 

【第３条関係】 

（４） 開示決定等は、開示請求があった日から１５日以内とし、旧条例と同様

の扱いとします（法が定める期間は３０日以内。）。 

【第４条関係】 

（５） 著しく大量の開示請求について、開示請求があった日から４５日以内に

開示することが事務の遂行に著しい支障をきたすおそれがある場合の特例規定

を設けます。 

【第５条関係】 
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（６） 非開示決定等に係る審査請求又は個人情報の適正な取扱いについて特に

専門的な知見に基づく意見を聴く場合に係る諮問に対し、調査審議をするため、

個人情報保護審議会（以下「審議会」という。）を設置する旨規定し、委員の定

数、任期、守秘義務規定を設けます。 

【第６条関係】 

（７） 審議会の調査権限、意見陳述の機会の付与、審査請求人等の意見書等の

提出等、審議会の手続について規定を設けます。 

【第７条～第１０条関係】 

（８） 非開示決定等に係る審査請求の調査審議に係る手続は公開しない旨を規定

します。 

【第１１条関係】 

（９） 毎年、法及びこの条例の運用状況を公開することを規定します。 

【第１２条関係】 

（１０） 審議会委員の守秘義務違反に対する罰則を規定します。 

【第１４条関係】 

（１１） この条例は、令和５年４月１日から施行します。 

（１２） この条例の制定に関し、旧条例を廃止します。 

（１３） 審議会に係る規定、守秘義務規定、開示請求等に係る規定、運用状況

の公表規定及び罰則適用規定について経過措置を設けます。 

（１４） 影響を受ける条例（甲賀市かもしか荘条例、甲賀市あいの土山都市と

の交流センター条例及び甲賀市公文書等の管理に関する条例）の改正を行いま

す。 

【付則関係】 
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甲賀市個人情報の保護に関する法律施行条例 概要資料  

 

 甲賀市では、平成１６年に甲賀市個人情報保護条例を制定して以来、市が保有す

る個人情報の適正な収集、保管、利用等に努めてきたところですが、このたび、国

においては、社会全体のデジタル化に対応した「個人情報保護」と「データ流通」

の両方を推進していくという点と、バラバラであった個人情報の保護に関するルー

ルの統一化、国際的な制度調和等を図るため、デジタル社会の形成を図るための関

係法律の整備に関する法律によって、個人情報の保護に関する法律（以下「法」と

いいます。）が一部改正され、国のルールに一本化されることになります。  

 

 以下の表にもあるように、民間事業者、国の行政機関、独立行政法人等、地方公

共団体等についての規律が対象ごとに分かれていたものが法に一元化され、その取

扱いについても国の個人情報保護委員会に集約されることとなります。  

 

 
 

 この改正は令和５年４月１日に施行され、全国統一ルールの下、本市においても

運用されることになりますが、一部の事項については、地域の実情に応じ各地方公

共団体の条例で定め得るものとされています。  

 ついては、現行の「甲賀市個人情報保護条例（以下「現行条例」といいます。）」

を廃止し、法の施行に当たり定め得る事項を規定するための「甲賀市個人情報の保

護に関する法律施行条例（以下「施行条例」といいます。）」を制定するものです。  
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１ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）

において条例に定めることが必要とされる事項について 

 

（１） 開示請求手数料（法第８９条第２項） 

地方公共団体に対する開示請求については、手数料の額を条例で定める（手数

料無料の場合も含む。）こととされています。 

現行条例では、開示請求制度が自己情報コントロール権という重要な権利に関

するものであることから手数料を徴収していません。法の直接適用を受けること

となっても、開示手続に伴う費用負担が増減する要因は認められないこと、また、

開示請求制度が自己情報コントロール権という重要な権利に関するものであるこ

とから、施行条例においても手数料の額は「無料」である旨規定し、現行と同様

に写しの交付等に係る実費のみを徴収することとします。 

 

２ 法において条例に定めることが許容されている事項について 

 

（１） 開示請求等の手続（開示決定等の期限）（法第１０８条） 

法では開示請求に対する開示決定期限等について、特別の事情のない限り開示

決定の期限は３０日以内と定めていますが、地方公共団体においてはこれらの期

限を短縮することが許容されています。 

令和３年度の実績として開示等決定までに要した日は１１日であり、実施機関

の決定の期間として１５日あれば、概ね事務処理が可能であること、また、現状

において、実施機関の事務手続上、特に支障が生じている事情も見られないこと

から、施行条例においては、現行条例と同様に開示決定の期限は１５日以内とす

ることとします。 

 

（２） 審議会への諮問について（法第１２９条） 

本市が個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を特

に聴く必要があるとき、また、開示決定等に係る行政不服審査法に基づく審査請

求があったときは、甲賀市個人情報保護審議会（以下「審議会」といいます。）に

諮問することとします。 
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現行条例のもとでは、個人情報の取得、利用、提供、オンライン結合等に関し

て、審議会に諮問することとなっていますが、法の直接適用を受けた場合におい

ては、これらについて審議会への諮問を要件とする旨定めることは、法改正の趣

旨に照らして許容されないこととされました。 

法施行後において地方公共団体は、地方公共団体の機関、その区域内の事業者

及び住民による個人情報の適正な取扱いを確保するために必要があると認めると

きは、国の個人情報保護委員会に対し、必要な情報の提供又は技術的な助言を求

めることができるとされています。 

 

３ その他の事項について 

 

（１） 運用状況の公表 

現行条例においては、開示等請求の件数など運用状況を毎年公表することが定

められていますが、法においては、公表する義務は定められていません。 

個人情報保護事業における本市の主体的な公表体制を確保することは、個人情

報保護制度の適正な運営に資すると考えられることから、引き続き運用状況を公

表することとします。 

 

（２） 罰則規定 

審議会を設置するに当たり、委員が調査審議において知り得た秘密に係る守秘

義務違反があった場合に、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する旨、

規定を置きます。 

 


